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      「2017 K-Fashion Trend by Seoul( )」 

  . 

ソウルデザイン財団（以下、甲と呼ぶ）と楽天（日本）（以下乙と呼ぶ）はソウルデザイン

ファッション企業の海外進出のために楽天共同キャンペーン【2017K-Fashion trend by Seo

ul（仮）】の開発に相互協力する。 
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  「2017 K-Fashion Trend by Seoul ( )」 ’  ‘ ’  ‘ ’   

   . 

第 1 (目的) 

本協定は【2017K-Fashion trend by Seoul】(仮)キャンペーンの開発に‘甲’と‘乙’の相

互に必要な事項を定めることにある。 
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  .  : ‘2017 K-Fashion Trend by Seoul’  

.  :   

.  : 2016  12.20 ~ 2017.1.31 

※  :   

.     : 10   30    

第 2 (共同キャンペーンの概要) 

① 企画名: ‘2017 K-Fashion Trend by Seoul (仮)」’  

② 媒体 : 楽天市場 

③ キャンペーン期間 : 2016年 12.20 ~ 2017.1.31(予定) 

※広告露出 : 楽天レディースファッションジャンルトップ導線 

④. ブランド及び商品登録数 : 10ブランド 30商品  
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※       . 

第 3 (約定期間) 

本約定の期間は約定締結日からキャンペーン登録後、清算の時までにする。 

※ キャンペーンの評価後に再協定ができる。 
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第 4 (協定金額支給) 

① 協定金額は二百万円（税別）にする。*最終確認必要 

② 甲は乙から協定書を締結した後キャンペーンを登録して14日以内に本項目の金額を全額 

を乙の口座に入金する。 

③ 協定金額の使用はソウルデザインファッション企業の楽天商品登録、翻訳、キャンペー

ンクーポン代として使う。 

④  口座番号 : / 名前 :  
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第 5 (政策変更) 

甲と乙の政策変更でキャンペーンに変更が予想される場合、即時相互通報し、相互協議して

対応する。 
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第 6 (権利の帰属) 

① 本キャンペーンは甲と乙の共同開発として甲はキャンペーンの共同主管社と共同パート

ナーとして露出され、お互いに協力してキャンペーンを発展させる。 

② 特約で特に定めない限り‘キャンペーン’を構成するタイトル名、サブタイトル名、シ

ンボルなどを出版物、CF、イベント、公演、LD製作、CDローム製作、DVD製作、インタネッ

トなどの新たな媒体及び商品に使用する権利は必ず甲と乙が共同で協議して使用する。 
③ 本協約と関連して使用されたイメージは本キャンペーン以外の目的で使う場合、必ず 

甲と乙が共同で協議して使用する。 
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第 7 (協定書解約) 

①  甲及び乙が約定のある条項を違反する場合、相手方は各自書面通報で本約定を解約で

きる。 

② 法令の変更、裁判所の判決などの決定、行政機関処分などで本契約を維持することが難

しい場合、本契約を解除することができる。 
③ 契約の解除は損害賠償の請求には影響を齎さない。 
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第 8 (その他) 

本約定に明示されてない事項は法律、その他慣例に従う。 

 

 

2016年 12月 1日 
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